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男女共同参画に関するアンケート結果／市民・事業所 
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「平等になっている」が最も多いのは『家庭の中』、「男性が優位」が最も多いのは『政治の中』となってい

る。「女性が優位」はどの分野も少ない。 
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全体

男性
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平等になっている 男性が優位である 女性が優位である わからない 回答なし

家 庭 の 中 で 

職 場 の 中 で 

学 校 の 中 で 

地域社会の中で 

政 治 の 中 で 

慣習・しきたり 

901 人   

 

男性 女性 

回答なし 

回答者数 

アンケート調査の概要／市民 

◆調査の目的 

男女共同参画に関する市民の意識・実態・ニーズを把握し、施策 

に反映するとともに、令和３年度を推進期間の初年度とする「倉 

敷市男女共同参画基本計画」策定の基礎資料とする。 

◆調査の期間 

令和元年８月 16 日～令和元年９月 17 日 

◆調査の対象 

無作為に抽出した 20 歳以上の男性 1,000 人、女性 1,000 人 

◆回収結果 

901 人（男性 370 人、女性 521 人、その他０人、不明 10 人） 

回収率 45.1％ 

市 民 

分野別の男女平等状況 

１ 男女平等観 
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  男性は 11.1％（約９人に１人）、女性は 6.0％（約 16 人に１人）が「同感する」と回答している。 
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   「男女のわけへだてなく、その子の個性を大事に育てる」が半数以上と最も多く、次いで「女の子も経済  

的に自立できるよう、男の子も家事ができるよう育てる」が約３割となっている。 
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全体

男性
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「男は仕事、女は家庭」という役割分担を守るよう育てる

女の子も経済的に自立できるよう、男の子も家事ができるよう育てる

男の子は男らしく、女の子は女らしく育てる

男女のわけへだてなく、その子の個性を大事に育てる

その他

回答なし

「男は仕事、女は家庭」という考え方  

「同感する」と答えた人の推移 

「同感する」と答えた人は、全体的に調査年ごとに

減少している。特に、男性の意識の変化（減少）

で、男女の差は縮まっている。 

子どもの望ましい育て方 

最も多い同感する理由：「夫と妻の役割分担をはっきりした方が，家庭生活がうまくいくから」 

 

 

２ 固定的性別役割分担意識  
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   男女ともに希望する生活は「仕事と家庭とプライベートを調和」と回答している。しかし現実は、男性は

「仕事を優先」、女性は「家庭を優先」となっている。 
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 「男女がともに家事・育児・介護へ参加するよう促進する」が最も多く、次いで「働き方，仕事の進め方を

見直す」、「労働時間の短縮や休日の増加を推進する」となっている。 
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希望

現実

仕事を優先

家庭を優先

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄを優先

仕事と家庭を優先

仕事とﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄを優先

家庭とﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄを優先

仕事と家庭とﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄを調和

回答なし

全体 

 

男性 

 

女性 

 

労働時間の短縮や休日の増加を推進する・・・・・・・・・・・・・・ 

残業時間を減らす ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

賃金・仕事内容など、労働条件での男女格差を減らす・・・・・  

男女がともに家事・育児・介護へ参加するよう促進する・・・・ 

保育施設や介護のための施設・サービスを拡充する・・・・・・ 

育児や介護のための休暇制度を充実する・・・・・・・・・・・・・・・ 

育児や介護休暇中の諸手当を充実する・・・・・・・・・・・・・・・・ 

結婚・出産・介護などの理由で退職した社員の再雇用 
制度を充実する 
仕事と家庭の両立などについて相談できる窓口を設置 
する 
フレックスタイム制や在宅勤務制を導入する ・・・・・・・・・・・・ 

・・・・ 

・・・ 

希望する生活と現実の生活の比較 

仕事、家庭、プライベートを調和させるために必要なこと(複数回答) 

一日(平日)の家事・育児・介護の時間（既婚の男女） 

家事・育児・介護はしていない・・・・・ 

30 分未満・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

30 分～１時間未満・・・・・・・・・・・・・ 

１～３時間未満・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

３～６時間未満・・・・・・・・・・・・・・・・ 

６時間以上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

既婚の男性（221人）、女性（346人）に、

一日(平日)の家事時間をたずねたとこ

ろ、男性の 14.9％が「していない」、

26.2％が「30 分未満」と回答している。女

性は「１～３時間未満」が最も多い。 

３ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

働き方・仕事の進め方を見直す・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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  男女とも半数以上が「ない」と答えているが、女性の 14.4％（約７人に１人）が「自分自身が受けたことが 

 ある」と答えている。 
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回答なし
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0 5 10 15 20

男性

女性

性的な冗談やひやかしなどを言われた・・・・・・・・・・・ 

宴会などでお酌のサービスやデュエット 

などをさせられた 

「女（男）のくせに」などの発言をされた・・・・・・・・・・・ 

 

「おばさん（おじさん）」などと言われた・・・・・・・・・・・・ 

「まだ結婚しないの」「子どもはできないの」 

などしつこく聞かれた 

交友関係などプライベートについてうわさを 

流された 

頻繁に電話をかけてきたり、メールを送ってきた・・・ 

 

週刊誌などのヌード写真や水着写真などを 

見せられた 

肩や尻や髪など体に触れられた・・・・・・・・・・・・・・・・ 

容姿や服装についてあれこれ言われた・・・・・・・・・・ 

立場や地位を利用して交際を求められた・・・・・・・・・ 

体をじろじろ見られた・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

立場や地位を利用して性的な関係を求められた・・ 

性的な経験についてたずねられた・・・・・・・・・・・・・・ 

人 

・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

セクハラの実態 

セクハラの内容(複数回答) 

自分自身が受けたことがある男性 17 人、女性 75 人にその内容をたずねたところ、「性的な冗談やひ

やかしなどを言われた」が最も多かった。一方、前回最多であった「肩や尻や髪など体に触れられた」や

「容姿や服装についてあれこれ言われた」など著しく減少している項目もあるなど，社会的にセクハラは

絶対許されないという認知が進んでいる面もうかがえる。 

４ セクシュアル・ハラスメント 
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   女性の 9.4％（約 11 人に１人）が「自分自身が受けたことがある」と回答している。  
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全体
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自分自身が受けたことがある 自分自身がしたことがある 見たり聞いたりしたことがある ない 回答なし

 

 

 

   「自分自身が受けたことがある」と回答した男性８人、女性 49 人にその内容をたずねたところ、｢「だれ

のおかげで生活できるんだ」とか「食わしてやっている」とか「かいしょうなし」などと言われた」が最も多い。

次いで「ものを投げられたり、無視されたりした」が多くなっている。 
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男性

女性

携帯電話やスマートフォンのメールや通話履歴、 

ＳＮＳなどをチェックされた 

命の危険を感じるくらいの暴力を受けた・・・・・・・・・・・・・・・・ 

十分な生活費をくれず、使い道を問い詰められた・・・・・・・・・ 

 

 

 

平手で打つ、こづくなどの傷ができない程度の暴力を受けた 

ものを投げられたり、無視されたりした・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

「殺してやる」などとおどかされたり、大声でどなられたりした 

交友関係や外出を制限された ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

「だれのおかげで生活できるんだ」とか「食わしてやって

いる」とか「かいしょうなし」などと言われた 

 

殴る、蹴るなどして医師の治療が必要となるくらいの暴力を 

受けた 

いやがっているのに性的な行為を強要された・・・・・・・・・・・・ 

見たくないのにポルノビデオやポルノ雑誌を見せられた・・・・ 

５ ドメスティック・バイオレンス 

・・・・ 

・・・・ 

ＤＶの実態 

ＤＶの内容(複数回答) 

人 

・・・・・・・・・ 
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29.3

55.1

8.6

10.234.7

62.1

100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 

男性 

女性 

相談した どこへも相談しなかった 回答なし

 

 

 

 

   「加害者への罰則の強化」が最も多く、次いで「ＤＶは犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害である

ことの周知・啓発」、「被害者への弁護士，警察，裁判所などによる法的援助」、「被害者の身の安全を保

障できる場所（シェルター等）の提供」となっている。 

243

48

62

260

200

269

130

121

28

105

144

338

335

0 100 200 300 400 人

相談したところ 人数 

親族 １３ 

友人・知人 １３ 

医師・カウンセラー ６ 

弁護士 ２ 

市の相談窓口 ２ 

警察 ２ 

相談したと回答した人 (17 人)の相談先(複数回答) 

 

ＤＶは犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害 

被害者の身の安全を保障できる場所（シェルター 

 
被害者への相談窓口を増やしたり相談窓口の 

被害者への弁護士、警察、裁判所などによる法 

被害者への経済的な自立に向けた支援・・・・・・・・・・・・・ 

被害者への医師、カウンセラーなどの医療・心理 

被害者に対する周囲の理解と協力・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

被害者への民間支援グループなどによる援助・・・・・・・・ 

加害者への指導やカウンセリング・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 
加害者への罰則の強化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

であることの周知・啓発 

等）の提供 

情報提供 

 的援助 

的援助 

・・・・・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・・・・ 

・・・・・・・ 

・・・・・ 

DV 被害の相談状況 

 

DV をなくすために必要な支援・対策(複数回答) 

最も多い相談しなかった理由 ： 「自分さえ我慢すれば家庭はこわれないと思った」 

職場で行う暴力等を防止するための研修会などの充実  

地域で行う暴力等を防止するためのセミナー、 
イベントなどの充実 

・・・・・・・・ 

学校での人権教育を通じた暴力等を防止する 

教育の充実 
・・・・・・・・ 

DV 被害を受けた男性８人、女性 49 人に相談したかどうかをたずねたところ、女性の 34.7％が相談

している。相談先は、「親族」、「友人・知人」が最も多い。 
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  どの項目においても、「あまり実現していない」と「実現していない」を合わせた方が、「実現している」「ほ

ぼ実現している」を合わせたよりも多くなっており、倉敷市の男女共同参画はあまり進んでいない回答と

なっている。 
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17.9
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15.5

12.0

12.5

40.2

35.5

34.6

29.3

41.8

11.4

11.2

11.5

11.2

4.1

6.5

2.1

1.2

2.8
0.9

17.0

5.8

7.2

25.5

13.4

36.8 10.9

9.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実現している ほぼ実現している あまり実現していない 実現していない わからない 回答なし

 

27.3

23.0

19.2

19.4

15.0

9.4

25.4

24.6

26.4

37.3

4.1

20.1

12.7

0 20 40 %

育児休業や介護休業を男女どちらでもとりやすく 

男女にこだわらないで、自由に職業を選べるように 

 

 男性の仕事中心の生き方・考え方を改めること ・・・・・ 

あらゆる分野で女性が登用され方針決定の場へ、 

自由に地域の行事に参加したり、趣味を楽しむ 

メディアの露骨な性や暴力の表現をなくすこと ・・・・・・ 

現を 

すること 

女性が参画すること 

ゆとりがあること 

男女平等意識を育てるための学校教育を充実させる・・・・・・・・・ 

男女平等意識を育てるための生涯学習を充実させる・・・・・・・・・ 

男女差別となる慣習やしきたりなどを改めるための啓発 

男性の家事・育児・介護への積極的参加を進めるため 

ＤＶの防止と被害者の支援を積極的に行う ・・・・・・・・・・・・・・・・ 

ＤＶなどの相談窓口を充実させる  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

企業に対し、男女平等の雇用環境の充実を働きかける ・・・・・・ 

企業に対し「ワーク・ライフ・バランス」(仕事と生活の調 

育児の支援を行うための制度や保育施設を充実させる 

高齢者や障がい者のための施設や在宅介護サービス 

妊娠・出産に限らず、女性の健康についての相談窓口  

あらゆる分野で男女が共に参画し、方針決定の場にお 

を積極的に行う 

の市民啓発を行う 

和）を働きかける 

の充実を図る 

を充実させる 

いても男女共同参画を図る 

からなくすよう働きかける    

すること 

・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・ 

男女共同参画施策の実現状況 

男女共同参画の実現のために取り組むべき施策(複数回答) 

介護や育児支援に関する施策の充実、企業へのワーク・ライフ・バランスの働きかけ、男女平等教育

の充実が求められている。 

・・・・・・・・・ 

人権を侵害するような露骨な性や暴力の表現をメディア ・・・・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・ 

・・・・・ 

６ 倉敷市の男女共同参画施策状況 
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13.3

23.5

 11.2

10.2

25.5

2.0

10.2

 2.0

2.0

 

 

 

 

 

 

 

   国の「男女共同参画基本計画」についてたずねたところ、「名称、内容ともに知っている」は 31.6％で、 

   「名称は聞いたことがあるが、内容については知らない」が 60.2％となっている。 

 

31.6

60.2

6.1

2.0

 
 

100％ 名称、内容ともに知っている  
名称は聞いたことがあるが、 

内容については知らない 

名称、内容ともに知らない 

 

100％ 

製造業 

運輸業 
卸売・小売業 

医療・福祉 

サービス業 

その他 建設業 

飲食・宿泊業 

回答事業所 

事 業 所 

周知状況 

アンケート調査の概要／事業所 

◆調査の目的 

男女共同参画に関する事業所の意識・実態・ニーズを把握し 

施策に反映するとともに、令和３年度を推進期間の初年度と 

する「倉敷市男女共同参画基本計画」策定の基礎資料とする。 

◆調査の期間 

令和元年８月 16 日～令和元年９月 17 日 

◆調査の対象 

無作為に抽出した従業員 30 人以上の事業所 200 社 

◆回収結果 

98 社  回収率 49.0％ 

１ 男女共同参画基本計画 

回答なし 

不明 
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 必要条件に最も近いのは「定年・退職制度について男女格差がないこと」で、他の項目は求められる条

件と実態に、大きな差が表れている。 

79.6

79.6

83.7

92.9

83.7

84.7

88.8

71.4

60.2

46.9

43.9

54.1

57.1

31.6

38.8

52.0

20.4

29.6

94.9

78.6

0 20 40 60 80 100 %

必要条件 実態

 

 

  「女性と男性の体力や能力に違いがあるから」が最も多く、次いで「男性の家事参加が遅れており、女

性のみの家事・育児・宿泊・介護などの負担が大きいから」「女性は、結婚・出産・育児・介護により長期

休暇や退職などがあるため」となっている。 

55.1

8.2

16.3

6.1

10.2

22.4

18.4

21.4

64.3

57.1

0 20 40 60 %

 

２ 職場における男女共同参画 

募集・採用において男女格差がないこと・・・・・・・・・・・・・・・・ 

配置・昇任において男女格差がないこと・・・・・・・・・・・・・・・・ 

同一労働において賃金の男女格差がないこと・・・・・・・・・・・ 

セクシュアル・ハラスメントの防止措置がとられている 

定年・退職制度において男女格差がないこと ・・・・・・・・・・・ 

こと 

育児休業制度・介護休業制度が男性にも女性にも活 
用されていること 

仕事と家庭の両立を可能とするような環境整備が十分 
であること 

結婚・出産・育児・介護などでいったん退職した場合の 
再就職の機会があること 

男女間に事実上生じている格差を解消するため、ポジ 

ティブ・アクションをすること 

性別による分業をせず、あらゆる職域に男女を配置 
すること 

男性の家事参加が遅れており、女性のみの家事・育児・ 

女性と男性の体力や能力に違いがあるから・・・・・・・・・・・・・ 

女性の意識の問題  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

男性の意識の問題  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

経営者・管理職の意識の問題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

事業所にとってのメリットが期待できないから・・・・・・・・・・・・・ 

課題解決のための具体的方法がわからない・・・・・・・・・・・・・ 

経営上ゆとりがない・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

税制や年金などの社会的制度・慣行・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

女性は、結婚・出産・育児・介護により長期休暇や退職 
などがあるため 

職場における男女共同参画を実現するために求められる条件と実態 

職場における男女共同参画を困難にしている要因 (複数回

答) 

・・・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・・・ 

介護などの負担が大きいから    ・・・・ 

・・・・ 
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  「セクシュアル・ハラスメントの防止の指針を定める」は６割強になっているが、「セクシュアル・ハラスメン

ト防止のパンフレット等資料の作成・配布をする」及び「セクシュアル・ハラスメント防止の研修を行う」は３

割に満たない。 

63.3

29.6

25.5

51.0

56.1

0 20 40 60 80 %
 

  

 

  「すでに取り組んでいる」と「今後取り組む予定である」を合わせると、約６割となっている。  

28.6 29.6 9.232.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である 取り組む予定はない 回答なし

 

   

  「すでに取り組んでいる」「今後取り組む予定である」と回答した 60 社に、その内容をたずね

たところ、「女性が能力発揮できる分野・機会を提供する」が最も多い。 

31.7

51.7

25.0

40.0

46.7

56.7

25.0

25.0

25.0

16.7

25.0

80.0

0 20 40 60 80
%

 

３ セクシュアル・ハラスメント 

防止に向けた取り組みの内容 

セクシュアル・ハラスメントの防止の指針を定める ・・・・・・・・・・・ 

セクシュアル・ハラスメント防止のパンフレット等資料の 

作成・配布をする 
・・・・・・・・ 

セクシュアル・ハラスメントの防止の研修を行う・・・・・・・・・・・・・・・ 

 
相談窓口を設置  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

常に職場での実態把握に努める  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

取り組み状況 

取り組み内容(複数回答) 

・・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・ 

・・・・・ 

４ ポジティブ・アクション（女性の労働者に対する改善策） 

男女共同参画を進める担当部署を定め，事業所内の推進体
制を整える  

女性の能力発揮の状況や問題点の調査分析を行い，計画を
策定する                          

女性の管理職への登用について，年次的な目標値を定め，
意欲と能力のある女性の登用を積極的に行う 

経営者などのトップに，ポジティブ・アクションについての重要
性を認識してもらう 

女性が能力発揮できる分野・機会を提供する 

女性が方針決定の場へ参画できる機会を拡大する 

女性の採用の拡大 
 
男性社員や男性管理職に対し男女平等に関する研修や啓
発を行う 

性別により評価することのないよう，人事考課基準を明確に
定める                      

体力面での個人差を補う器具・設備等を設置する等，女性が
働きやすい職場環境を整備する 

仕事と家庭との両立のための制度を整備し，活用を促進する 

男女の役割分担意識に基づく慣行の見直し等，職場環境・
風土を改善する 

                            

・・・・ 

・・・・ 

・・・・ 

・・・・ 
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言葉を知っているのは９割弱であるが、「言葉、内容ともに知っていて、既に取り組んでいる (又は取り組

む予定である)」は５％程度となっている。 

57.1

24.5

10.2

5.13.1

 

 

40.8

65.3

27.6

13.3

6.1

8.2

14.3

13.3

4.1

6.1

14.3

15.3

13.3

14.3

13.3

0 20 40 60
%

 

 

 

  

   子育て支援や介護サービスの充実が求められており、事業所を対象にワーク・ライフ・バランス等を  

  テーマとした講座等の開催も求められている。 

8.2

32.7

50.0

62.2

12.2

13.3

18.4

12.2

19.4

12.2

19.4

0 20 40 60

 

100% 

働き方，仕事の進め方を見直す・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

趣味・活動ができるように厚生面を充実する・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

昇格の機会を男女平等にする・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

男性も女性も育児休暇がとりやすくするために環境を整備する・・・・・・ 

 

研修や職業訓練の機会を拡充する・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

保育施設や介護のための施設・サービスを拡充する・・・・・・・・・・・・・・ 

育児や介護のための休暇制度を充実する・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

事業所内の託児について充実する・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

育児や介護休暇中の諸手当を充実する・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

賃金・仕事内容など、労働条件での男女格差をなくす・・・・・・・・・・・・・・ 

結婚・出産・介護などの理由で退職した社員の再雇用制度を充実する・ 

 仕事と家庭の両立などの問題で、相談できる窓口を設置する・・・・・・・・ 

フレックスタイム制や在宅勤務制を導入する・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

広報紙やパンフレットなどによる男女共同参画についての啓発・・・ 

労働時間の短縮や休日の増加を推進する・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

女性の社会的自立を促す講座やセミナーなどの行事の開催・・・・・ 

事業所が行う男女平等意識の研修会への講師派遣・紹介・・・・・・ 

事業所における男女平等な取扱いの働きかけ・・・・・・・・・・・・・・・・ 

女性の就労機会の確保・研修機会の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

就業に必要な能力・技術を習得するための講座の充実・・・・・・・・・ 

保育施設や保育サービスの充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

就学児童等への子育て支援サービスの充実 ・・・・・・・・・・・・・・・ 

在宅介護サービスや介護施設の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

就労の相談機関の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

取り組み状況 

ワーク･ライフ・バランスを進めるために必要なこと(複数回答) 

「働き方，仕事の進め方を見直す」が最も多く、次いで「労働時間の短縮や休日の増加を推進する」となっている。 

倉敷市が取り組むべき施策(複数回答) 

５ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

言葉、内容ともに知っていて、既に取

り 

言葉・内容ともに知っている 言葉は聞いたことがあるが、 

言葉、内容ともに知らない 

回答なし 
組んでいる(又は取り組む予定である) 

内容については知らない 

６ 事業所の男女共同参画社会実現のための施策 

残業時間を減らす・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

事業所を対象としたワーク・ライフ・バランス等テーマとした 
講座やセミナー開催 

・・・・・・ 


